
図　SCGE分析における企業（産業）・家計間の取引

表　産業分類７部門

【SCGE分析（空間的応用一般均衡分析）とは】
目的：道路整備による地域間の所要時間の短縮がもたらす

付加価値額の変化を地域別・産業別に把握すること

⇒ どの地域のどの産業が成長するかを明らかにする
※付加価値額：生産額から中間投入を除いたもの

（労働に支払われる賃金総額と資本が受け取る利益総額の合計に相当）

●所要時間の短縮 ＝ 輸送費の低下

⇒ 所要時間が短縮した地域が有利になる
輸送費は、所要時間と高速道路等の料金の影響を受けることから、

地域間の所要一般化時間の変化を考える
※所要一般化時間(分)=所要時間(分)＋有料道路料金(円)/時間価値原単位(円/分)

●地域間交易（購入元の選択）についての仮定
・需要者が購入する生産物ごとに、購入元の生産地を選択する確率をロジットモデルで表現

・生産地の生産量が大きいほど、価格が低いほど、輸送費がかからないほど、

購入元として選択される確率が上昇

・生産地からの輸送にかかる所要一般化時間が短縮すると、輸送費が低下し、その生産地への需要が増加

●連立方程式モデル
企業行動（利潤最大化）、家計行動（効用最大化）、地域間交易（購入元の選択）

すべての市場の均衡（労働市場、資本市場、各財・サービスの市場）

地域１ 地域２

産業１

原材料、機械設備、サービス

産業２

原材料、機械設備、サービス

家計

商品

サービス

商品

サービス

労働、資本 労働、資本

産業１

原材料、機械設備、サービス

産業２

原材料、機械設備、サービス

家計

商品

サービス

商品

サービス

労働、資本 労働、資本

移入（原材料、機械設備、サービス）

輸送費分も負担して購入

資本

【道路整備による経済効果―算出結果（例）】

【利用データ】
・最新版都道府県別産業連関表（H27、石川県はH23）

⇒ 投入係数行列

・H28経済センサス活動調査

⇒ 産業別従業者数（各都道府県の地域分割に利用）

・H27国勢調査

⇒ 夜間人口

・H27道路交通センサス箇所別基本表

⇒ 指定最高速度（ネットワークに設定）

・H27道路交通センサスOD調査_自動車利用特性マスター

⇒ OD間品目別積載重量（購入元選択比率の実績として利用）

・H30費用便益分析マニュアル

⇒ 時間価値原単位（普通貨物車H29価格）（地域間一般化時間算出に利用）

【産業分類】
・産業連関表の統合大分類37部門を7部門に統合

・H27センサスOD調査_自動車利用特性マスターの「品目別積載重量」に該当しないものを非交易財とする

⇒ 交易財4部門（下表の1～4）と非交易財3部門（下表の5～7）

産業分類７部門 統合大分類（37部門）の産業

1 農林水産業 農林漁業

2 基礎素材型製造業
鉱業、パルプ・紙・木製品、化学製品、石油・石炭製品、プラスチック・ゴム製品、

窯業・土石製品、鉄鋼、非鉄金属、金属製品

3 加工組立型製造業
はん用機械、生産用機械、業務用機械、電子部品、電気機械、情報通信機器、

輸送機械

4 生活関連型製造業 飲食料品、繊維製品、その他の製造工業製品

5 その他の第2次産業 建設、電力・ガス・熱供給、水道、廃棄物処理

6 商業・サービス
商業、金融・保険、不動産、運輸・郵便、情報通信、対事業所サービス、

対個人サービス、事務用品、分類不明

7 公共サービス 公務、教育・研究、医療・福祉、他に分類されない会員制団体

GRP（全部門合計）では、全体で、付加価値額の変化は＋9億8,100万円/年
【付加価値額が大きく増加する地域】

・対象路線沿線の松本地域、大町地域、糸魚川地域

・道路が接続する富山県の魚津地域、富山地域、高岡地域

（←これらの地域では、長野・群馬・埼玉方面への一般化時間最短経路として機能）

【付加価値額が大きく減少する地域】

・長野県の諏訪地域、伊那地域、新潟県の上越地域、長岡地域

三条

地域高規格
道路

（約100km）

新潟

村上

新発田

五泉

長岡

魚沼

南魚沼十日町

柏崎

上越

妙高
糸魚川

長野

飯山

上田

佐久松本

大町

木曽

飯田

伊那

諏訪

魚津

富山

高岡

砺波
金沢

小松

沼田

長野原

前橋

高崎

桐生

熊谷

秩父

さいたま

春日部

川越

東京八王子

船橋 銚子

千葉

木更津

川崎

横浜

横須賀

藤沢

相模原

小田原

熱海

沼津
静岡

浜松

大月

甲府

岐阜

関

高山

多治見

豊橋岡崎

名古屋

大垣

＋43百

＋543百

▲13百

▲9百

▲25百

▲62百

▲35百

▲117百

▲25百

▲167百

▲15百

▲129百

▲7百

▲4百

▲9百

▲133百

＋10百

＋105百

＋89百

▲44百

▲34百

▲10百

▲13百

＋1,627百

▲52百

▲19百

▲7百

▲16百

▲27百

▲11百

▲15百

▲8百

＋17百

＋2百
▲29百

▲10百▲6百

▲8百

▲14百

▲40百

▲34百

▲24百

▲63百

▲29百

▲15百
▲24百

▲112百

▲16百
▲14百

＋2百

＋4百

＋1百

▲3百

GRP（全部門合計）

付加価値額変化

対象地域全体：＋9億81百万円/年

緑字：増加

赤字：減少

（単位：万円/年）

▲2百

▲1百

▲2百

▲1百

▲2百

▲6百

▲1百

結果については、地域別・産業別に要因分析も行います。


